
　事業主と同居の親族は、原則としては対象者と
はなりません。ただし、同居の親族であっても、常時
同居の親族以外の労働者を使用する事業におい
て、一般事務、又は現場作業等に従事し、かつ次
の条件を満たすものについては、一般に私生活面
での相互協力関係とは別に独立して労働関係が
成立していると見て、対象者となります。具体的な
判断については、以下の要件を満たしているか否
かとなります。

　日々雇用される者又は30日以内の期間を定め
て雇用される者のうち、日雇労働で生計を立てて
いる者は日雇労働被保険者となります（臨時・内
職的な場合は該当しません）。

7

※雇用保険マルチジョブホルダー制度
　令和4年1月1日以降、複数の事業所に雇用される65歳以上の労働者であって、そのうち２つの事業所
（１つの事業所における１週間の所定労働時間が5時間以上20時間未満であるものに限る。）の労働時間
を合計して１週間の所定労働時間が20時間以上であり、かつ、２つの事業所のそれぞれの雇用見込みが
31日以上である場合、労働者本人からハローワークに申出を行うことで、申出を行った日から特例的に雇
用保険の被保険者となることができます。

「雇用保険被保険者資格喪失届」と失業給付額等
の決定に必要な「離職証明書」の提出が必要です。

　雇用される労働者は、常用、パート、アルバイト、
派遣等、名称や雇用形態にかかわらず、
①1週間の所定労働時間が20時間以上であり、
②31日以上の雇用見込みがある場合
には原則として被保険者となります。
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